
大学名 設置者名

実数 個別

中一種免（社会） 平成２年度 10人
高一種免（地理歴史） 平成２年度 9人
高一種免（公民） 平成２年度 5人
高一種免（商業） 平成２年度 0人
中一種免（社会） 平成２年度 3人
高一種免（地理歴史） 平成２年度 3人
高一種免（公民） 平成２年度 4人
高一種免（商業） 平成２年度 2人
中一種免（社会） 平成２１年度
高一種免（地理歴史） 平成２１年度
高一種免（公民） 平成２１年度
中一種免（社会） 平成２１年度
高一種免（公民） 平成２１年度
高一種免（商業） 平成２１年度
中一種免（社会） 平成２年度 15人
高一種免（地理歴史） 平成２年度 11人
高一種免（公民） 平成２年度 7人
中一種免（社会） 平成２２年度
高一種免（地理歴史） 平成２２年度
高一種免（公民） 平成２２年度
中一種免（英語） 平成２年度 10人
高一種免（英語） 平成２年度 11人
中一種免（ドイツ語） 平成１２年度 1人
高一種免（ドイツ語） 平成１２年度 1人
中一種免（フランス語） 平成１２年度 1人
高一種免（フランス語） 平成１２年度 1人
中一種免（中国語） 平成１２年度 0人
高一種免（中国語） 平成１２年度 0人
中一種免（英語） 平成１３年度 10人
高一種免（英語） 平成１３年度 11人
中一種免（数学） 平成２年度 21人
高一種免（数学） 平成２年度 22人
高一種免（情報） 平成１４年度 1人
中一種免（数学） 平成２年度 3人
中一種免（理科） 平成２年度 4人
高一種免（数学） 平成２年度 3人
高一種免（理科） 平成２年度 5人

物理科学科 1人6人46人

12人248人
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数理科学科

200人国際文化学科
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2人

0人

1人
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京都産業大学

実地視察大学の概要
○課程認定を受けている学科等の概要

京都産業大学 学校法人　京都産業大学

学部・学科等の名称等
認定を受けている免許状の

種類・認定年度
免許状取得状況・就職状況

（平成２２年度）

免許状
取得者数

学部 学科等
入学
定員

免許状の種類 認定年度
卒業
者数

教員
就職者数

経済学科 570人

英米語学科

170人法政策学科

経営学科

170人
ソーシャル・マ
ネジメント学科

170人

270人

会計ファイナ
ンス学科

法律学科 440人

法学部

外国語学部

100人

ドイツ語学科

フランス語学科

50人

50人

50人中国語学科



コンピュータサ
イエンス学科

45人 高一種免（情報） 平成２０年度

ネットワークメ
ディア学科

45人 高一種免（情報） 平成２０年度

インテリジェント
システム学科

45人 高一種免（情報） 平成２０年度

中一種免（理科） 平成２２年度
高一種免（理科） 平成２２年度
中一種免（理科） 平成２２年度
高一種免（理科） 平成２２年度
中一種免（理科） 平成２２年度
高一種免（理科） 平成２２年度

2,580人 2,377人 85人 174人 25人

生命資源環境
学科

35人総合生命科学部

生命システム
学科

45人

コンピュータ理
工学部

入学定員合計 合計

動物生命医科
学科

35人



大学名 設置者名

実数 個別

中専免（社会） 平成２年度 0人
高専免（地理歴史） 平成６年度 0人
高専免（公民） 平成６年度 0人
中専免（数学） 平成２年度 2人
高専免（数学） 平成２年度 2人
中専免（理科） 平成２年度 0人
高専免（理科） 平成２年度 0人
中専免（社会） 平成２年度 0人
高専免（地理歴史） 平成６年度 0人
高専免（公民） 平成６年度 0人
中専免（英語） 平成１７年度 1人
高専免（英語） 平成１７年度 1人
中専免（中国語） 平成１７年度 0人
高専免（中国語） 平成１７年度 0人
中専免（理科） 平成１７年度 0人
高専免（理科） 平成１７年度 0人

マネジメント研
究科

マネジメント専攻 15人 高専免（商業） 平成１４年度 12人 0人 0人 0人

先端情報学研
究科

先端情報学専攻 20人 高専免（情報） 平成２３年度

81人 38人 3人 6人 2人

大学名 設置者名

実数 個別

中専免（社会） 平成１９年度 0人
高専免（公民） 平成１９年度 0人

10人 10人 0人 0人 0人

入学定員合計 合計

京都産業大学（大学院）（通信課程） 学校法人　京都産業大学

学部・学科等の名称等
認定を受けている免許状の

種類・認定年度
免許状取得状況・就職状況

（平成２２年度）

研究科 専攻等
入学
定員

免許状の種類 認定年度
卒業
者数

経済学研究科

免許状
取得者数 教員

就職者数

経済学専攻 10人 10人 0人 0人

工学研究科 生物工学専攻 8人 6人

0人 0人

0人 0人

英米語学専攻 5人 2人

3人 0人

1人 1人

中国語学専攻

法学研究科 法律学専攻 10人 9人 0人 0人

外国語学研究科

2人 1人

物理学専攻 5人 3人 0人 0人
理学研究科

数学専攻 5人 3人

教員
就職者数

経済学研究科 経済学専攻 10人 3人 0人 0人

研究科 専攻等
入学
定員

免許状の種類

京都産業大学（大学院） 学校法人　京都産業大学

学部・学科等の名称等
認定を受けている免許状の

種類・認定年度
免許状取得状況・就職状況

（平成２２年度）

認定年度
卒業
者数

免許状
取得者数

備考

入学定員合計 合計

・「学部・学科等の名称等」欄は、平成２３年４月１日現在の名称・定員である。
・「免許状取得者数」欄の「実数」欄は各学科等の実人数、「個別」欄は各学科等内の教職
課程ごとの人数である。



実地視察大学に対する講評 

 
 

実地視察日      ：平成２３年１２月２０日（火） 
実地視察大学：京都産業大学 
実地視察委員：大坪治彦委員、髙旗浩志委員、八尾坂修委員 

 
 
■ 大学の教員養成に対する全般的な状況 

 
＜状況＞ 
・大学では８学部１９学科、大学院では通学課程で７研究科９専攻、通信課程で１研
究科１専攻で教員養成を行っている。 

 

 
＜講評＞ 
・教員養成に関する教育課程、教員組織等については、全般的に基準を満たしている
が、教職課程が全学的に認識されておらず、教員養成を意識した学位プログラムと
なっていない。 

 

 
 
■ 教員養成に対する理念、設置の趣旨等の状況 

 
＜状況＞ 
・建学の精神を「高い人格をもち、人倫の道をふみはずすことなく、社会的義務を立
派に果たし得る人をつくることであり、その職域が国内であろうと海外であろうと、
その如何を問わず、全世界の人々から尊敬される日本人として、全人類の平和と幸
福のために寄与する精神をもった人間を育成すること」と定め、かかる建学の精神
と教員に対する社会的要請を融合する形で、次代を担う子どもたちの育成に寄与で
きる教員の養成を目標としている。 

 

 
＜講評＞ 
・卒業者数に比して教員免許取得者数及び就職者数が少なく、教職を志す学生の教職
指導等についての大学の関心が相対的に低いと指摘せざるを得ない。教員養成を担
う大学として、教職課程に関する全学的組織、教育課程、教員組織、教職指導体制
等のより一層の充実に努めること。 

 

 



■ 教育課程（教職に関する科目等）、履修方法及びシラバスの状況 

 
＜講評＞ 
・授業の内容が不明確なシラバスが散見されるため、シラバス全体の見直しを図るこ
と。 

・教職に関する科目について、教育職員免許法施行規則に定める「含めることが必要
な事項」が含まれていない科目があるため、法令で扱うこととしている内容は必ず
扱うようにすること。 

 

 
 
■ 教育実習の取組状況 

 
＜状況＞ 
・大学独自で連携している協力校、附属学校の他、京都市立校とも連携して実習校を
確保している。 

・教育実習の履修登録に関しては「予備登録」後、ガイダンスを行い意思を確認し、
その後「本登録」とすることで、教育実習に派遣する学生の質の保証を図っている。

・事後指導では「教育実習反省会・模擬授業」と称する取組を行っており、実習前の
３年生にも積極的に参加を促し、４年生の模擬授業を参観し、意見交換を行う体制
を作っている。 

 

 
＜講評＞ 
・京都市教育委員会との連携協力が図られており、大学として十分な対応が見られる。

今後も協力体制を維持するよう努めてほしい。 
 

 
 
■ 学校現場体験・学校ボランティア活動などの取組状況 

 
＜状況＞ 
・京都市教育委員会をはじめとした連携協定を締結している教育委員会を通して、学
校ボランティアに学生を送り出している。 

 

 



■ 教職指導及びその指導体制の状況 

 
＜状況＞ 
・「教職課程講座センター運営委員会」を中心に履修面談や教員採用試験対策として
の模擬面接、その他個々の状況に応じた履修指導を行っている。 

 

 
＜講評＞ 
・教職課程に関連した冊子の内容が充実しており評価できる。 
・各学科が教員養成を担っているという意識が薄いように見受けられたが、それぞれ
の学科に教職課程を置いている以上、教職を志す学生が、教員として最低限必要な
知識技能を養成段階で確実に身に付けることができるよう、教職課程講座センター
のみならず、学科においても、教職指導の充実を図ることができるような体制とす
ること。 

 

 
 
■ 教員養成カリキュラム委員会などの全学的組織の状況 

 
＜状況＞ 
・「教育課程講座センター」を置き、センターの運営委員を中心として教職課程にお
ける教育内外の連絡調整等を行っている。 

 

 
＜講評＞ 
・教育課程講座センターを中心とした取組は見られるが、教員養成に関する意識が大
学全体に浸透していないように見受けられる。 

・教職課程講座センターが教員養成に係る全学的な組織として機能するよう、例えば
センターに専任教員を配置したり、学校現場経験のある教員を有効に活用したりす
るなど、その機能の強化を図ること。 

 

 
 
■ 施設・設備（図書等を含む。）の状況 

 
＜講評＞ 
・図書館における図書の配列が分かりづらく、学生にとって利用しやすい環境とは言

えない。 
・特別支援教育が、昨今の学校現場の大きな課題となっているにも関わらず、特別支

援教育に関連した図書が少なく、大学として教員養成を行うにあたって、特別支援
教育をどのように位置付けているのかが明確でない。 
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